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 人口減少という最重要課題に対応するためには、「高付加価値型経済への転換」と「人への投資の推進」の両輪の取組によって、県経済
を活性化させ「若者の定着・増加」を実現する必要

・新技術の活用などによる新製品／サービス開発などを通じて、大幅な売上増加（例え
 ば売上数十億円規模から100億円）を目指す「成長余力」と「高い意欲」の両方を
 有する県内企業の育成支援策を新たに展開
 ※経済産業省の「100億企業」支援施策とも連動

ポイント② 若者が魅力を感じる企業（就職したいと思う企業）の創出【100億企業の創出】

ポイント① 若者の所得向上のさらなる推進【持続的な賃上げの実現、企業等の経営改革モデルの横展開】

ポイント④ フードテッククラスターの形成を促進【「一次産業×技術×外商」による食のイノベーション創出】

若者の所得向上のさらなる推進
【持続的な賃上げの実現、企業等の経営改革モデルの横展開】 ポイント①

ポイント③ 成長を牽引する人材の育成・確保【U・Iターンのさらなる促進、人材の確保・定着】

 ポイント② 若者が魅力を感じる企業（就職したいと思う企業）の創出
【100億企業の創出】

ポイント③ 成長を牽引する人材の育成・確保
【ＵＩターンのさらなる促進、人材の確保・定着】 ポイント④ フードテッククラスターの形成を促進

【「一次産業×技術×外商」による食のイノベーション創出】

・産業別若者所得向上検討チームにおける報告書に盛り込んだ第一次から第三次産業ま
での１６業種５８件の経営改革モデルの横展開を業種横断的に推進
・生産性向上に取り組み、持続的な賃上げを目指す事業者を支援

・ＵＩターンの促進に向けた施策のさらなる推進　
・転職対策の抜本強化など、人材の確保・定着に向けた取組の実施

・国の地域未来戦略の柱である「戦略産業クラスター形成」と連動
・「食」を中心に据え、新たな産業の創出や産業間連携を一層推進

第５期産業振興計画におけるバージョンアップのポイント（案）（２／２）
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「４つの重点ポイント」により、施策をさらに強化

■高付加価値化につながる事業者のチャレンジを力強く後押しをする、業種横断
的な新たな支援策「所得向上推進企業総合支援事業費補助金」 を創設

■国や県の生産性向上等に資する補助事業を活用して持続的な賃上げを目指
す事業者に対し、臨時的措置として、「賃金向上環境整備事業費補助金」に
より賃上げ原資を支援

全般
■意欲的にスケールアップを目指す「100億企業」の新たな登録制度を設け、登録
企業の経営者間の交流のためのネットワーク形成を促進

■所得向上推進企業総合支援事業費補助金に100億企業推奨メニューを創設

全般

■進行中の重要プロジェクトである「IoPプロジェクト」や「しまんと海藻エコイノベーショ
ン共創拠点（しまのば）」のさらなる推進

農業
水産

■国の地域未来戦略（R8夏頃策定予定）を踏まえ、具体的なクラスター形成計
画や数値目標などを検討

全般

全般 ■県外からの転職希望者に対して、民間の職業紹介企業と連携した情報発信
や「高知求人ネット」の機能拡充等によるマッチング支援を強化

■転職による県外転出を抑制するため、転職を検討している県内在住の若者を
対象に、新たに県内転職支援拠点を設置し、転職支援サービスを実施

■デジタル人材育成などに向けた研修・講座の実施
■各産業分野における外国人材の受入れ拡大 －１－
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登録の

メリッ
ト

県特設サイトや新聞で紹介。
公式ロゴで

「男性育休が取れる会社」をPR。

採用や広報に
プラス！

採用や広報に
プラス！

男性の育児休業取得率向上の取組による効果
従業員満足度やコミュニケーション活性化
離職率低下や採用応募数の増加も得られた

育休取得情報は就活での企業選びに影響があるか

出典：厚生労働省イクメンプロジェクト
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職場風土の改善
従業員満足度の向上

コミュニケーションの活性化
くるみん認定等の認定取得

離職率の低下
新卒・中途採用応募者の増加

労働生産性の向上

出典：厚生労働省イクメンプロジェクト
「令和５年度 男性の育児休業等取得率の公表状況調査」報告書より 「若年層における育児休業等取得に対する意識調査（速報値）」より
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［ 若年層総合 ］
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若年層の約7割
が就職活動で

企業の育休取得情報を重視　

令和7年10月版

若年層の約7割が就活で「育休」を重視

※すべての人が希望に応じて家庭でも仕事でも活躍できる高知を目指し、男女が分担して家事育児を行う生活スタイル

※
本県の最重要課題である人口減少問題の克服に向け、

県では「共働き・共育て」の生活スタイルを推進しています。

男性の育休取得に取り組む企業を県特設サイトで公表します。

登録要件

男性の育児休業について、次の3項目を公表可能な企業
①直近３か年の事業年度における配偶者が出産した従業員数
②①のうち育休を取得した従業員数　③平均育休取得日数

右記の二次元コードまたは以下の登録申請フォームからご入力ください
https://www. pref.kochi.Ig.jp/form/060901/dansei_ikukyu/

登録企業の企業名、所在地、業種、従業員数、配偶者が出産した者の数、
育休取得者数、平均取得日数は、県特設サイトで公表します。

登録方法

その他

（ 男性育休の対象者や取得者がいない企業も登録可能 ) 

登録はこちら

特設サイト

家事も育児も Let’s ブンタン！

2025年12月10日までに登録した企業は、2026年元日の高知新聞に企業名を掲載。

高知県知事
濵田 省司

「共働き・共育て」を進めて
高知の未来をともにつくる。

社員や地域から
信頼される会社へ！
社員や地域から
信頼される会社へ！

セミナーや他社の事例など
人事・労務に役立つ情報が

毎月届く。

最新情報が
手に入る！
最新情報が
手に入る！
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男性育休取得でもらえる助成金等

事業主の方向け 従業員の方向け

厚生労働省HP

男女が負担を分かち合う「共働き・共育て」の

生活スタイルを推進し、すべての人が希望に応じて、

家庭でも仕事でも活躍できる高知を目指します。

社会全体で男性の育児参加を促進

男性育児休業取得促進事業費補助金
（申請先：高知県子ども•福祉政策部子育て支援課）

出生後休業支援給付金両立支援等助成金
（申請先：高知労働局雇用環境・均等室）

出生時両立支援コース 育休中等業務代替支援コース
事業所の所在地を
管轄するハローワーク申請先：

若年男性の84.3％が育休取得希望
県内企業の取得率は46.8%

※2

※1

※1 厚生労働省イクメンプロジェクト「みんなのホンネ」より
※2 R7高知県労働環境等実態調査(速報値)

育休取得率の目標を達成した場合、
追加で最大60万円支給

男性の育児休業取得者が出た場合
に、対象者1人目20万円、2人目
以降10万円支給

育休取得者の業務を代替する周囲
の労働者に手当を支給した場合に、
最大140万円支給
育休取得者の代替要員を新規雇用
で確保した場合、代替期間の長さ
に応じた額支給（最大67.5万円）

子の出生後8週間以内に
男性が14日以上の育休を
取得することが条件

最大28日間、
育休前の手取り額の
実質100％を給付

男性労働者の連続する1か月以上の育児休業に係る引継ぎの
ための新規雇用による代替要員の確保（派遣を含む）に要する
経費について、1人あたり10万円／月（最大2か月）を補助

子育て支援課
HP

厚生労働省HP

子育てや教育に関する経済的な不安や、仕事と家庭の両立
の難しさ、将来の社会への漠然とした不安が理想の数だけ
子どもを持たない主な要因。 

2024年出生数は過去最少を更新

出典：厚生労働省「人口動態統計」(1975)

高知県の出生数

11,773

3,108

1975年 2024年

8,665人

（人）

出産・子育てにあたり、かつては当たり前だった親族や地域
の手助けが少なくなる中、一番身近な存在である夫の家事・
育児参画が家族のあり方に大きく関わっている。

父親の家事・育児時間が長いほど
第2子以降の生まれる割合が増加

出典：厚生労働省「第11回21世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査）」

男性の家事・育児時間別  第2子以降の出生状況
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高知県知事
濵田 省司
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